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ゼロ・デフォレステーションの視点からの考察
Japan Clean Wood Act and Due Diligence Consideration  




















Trends の組織としての考えを反映するものではない。Momii, M. et. al. (2020) Japan Clean Wood 
Act. Forest Trends. To be published in May 2020.
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使用する。国連食糧農業機関（FAO）（http://www.fao.org/3/I8661EN/i8661en.pdf）2020 年 4 月 5 日
アクセス
₃　森林減少は、樹冠率が 10％以下となる永久状態や他の利用のための土地転換。
₄　2010 年から 2015 年にかけての平均。1990 年代には平均 730 万ヘクタール。Food and Agriculture 
Organisation of the United Nations (FAO) (2016) State of the World’s Forests in Brief: Forests and 
Agriculture – Land Use Challenges and Opportunities, p.32（http://www.fao.org/3/a-i5850e.pdf　
2020 年 4 月 1 日アクセス）
₅　Henders S, et.al. (2015) 〝Trading forests: land-use change and carbon emissions embodied in 





























ofac-brief-zero-deforestation/　2020 年 4 月 5 日アクセス
₇　2010 年から 2015 年にかけての平均。1990 年代には平均 730 万ヘクタール。Food and Agriculture 
Organisation of the United Nations (2016) State of the World’s Forests in Brief: Forests and 
Agriculture – Land Use Challenges and Opportunities, p.32（http://www.fao.org/3/a-i5850e.pdf）2020
年 4 月 1 日アクセス
₈　Ibid, p.32.
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消費国における取組に分かれる。前者については、REDD（Reducing Emissions from Deforestation 















deforest_brief_rt_final_coms.pdf　2020 年 4 月 5 日アクセス
10　New York Declaration on Forests: Declaration and Action Agenda（https://www.undp.org/
content/dam/undp/library/Environment%20and%20Energy/Forests/New%20York%20Declaration 












12　Pentril, F. et. al. (2019) 〝Deforestation displaced: trade in forest-risk commodities and the 
prospects for a global forest transition〟 in Environmental Research Letters, 14 055003.（https://








₅．1.5 億 haの荒廃したランドスケープと森林を 2020 年までに再生し、全世界の森林再生




















NGOである Forest Trends が運営する Supply Change というデータベースがある。これは、国
際NGOのWWFと、非営利団体であり気候変動対策に関する企業の取組を格付けしている CDP
（Carbon Disclosure Project）と共同で運営されている。ちなみに、現在は多くの企業が ESG（環
境・社会・ガバナンス）格付けの対象となっており、それが ESG投資の際に影響するため、こ
うした第三者評価や格付は今や企業にとって重要な意味を持つ。これについては後述する。Supply 
Change の 2019 年の報告では、森林減少リスクの高い 4つのコモディティをサプライチェーン中
に持ち影響力のある企業 865 社を評価しているが、ゼロ・デフォレステーションのコミットメン
トをしている企業は 72 社、そのうち進捗状況を報告しているのはわずか 21 社であったことがわ
かった 16。
　また、森林問題を研究しているシンクタンク Center for International Forestry Research 
（CIFOR）の報告では、ゼロ・デフォレステーションのコミットメントを表明している影響力の
大きな50の企業を評価したところ、ほとんどの企業で具体的な方策は用意されていないという結




営利団体、Global Canopy は、2018 年に木材業界を含む 500 の企業を評価しており、何らかのコ
ミットをしている企業のうち2020年までにコモディティが引き起こす森林減少をサプライチェー
13　Henders S, et.al. (2015)
14　Hendersらの調査の最終年では減少面積が 210 万ヘクタール、その 4分の 3がブラジルの森林で
あったが、転換目的である牛肉の消費の 80％以上はブラジル国内の消費であった。Ibid.
15　Jopke, P. and Schoneveld, G. C. (2018) Corporate Commitments to Zero deforestation: An 
Evaluation of Externality Problems and Implementation Gaps, Center for International Forestry 
Research.
16　Forest Trends Supply Change and Ceres (2019) Targeting Zero Deforestation: Company Progress 
on Commitments That Count, 2019.（https://www.forest-trends.org/wp-content/uploads/2019/06/ 
2019.06.05-Supply-Change-Targeting-Zero-Deforestation-Report-Final.pdf）2020 年 4 月 5日アクセ
ス










て約 5割）21。これは、木材は FSC認証が 1993 年から存在しており、パーム油も 2004 年に設立
された RSPO （Roundtable for Sustainable Palm Oilの認証制度があることが背景となっている。
企業のゼロ・デフォレステーションへのコミットメントの達成度を測るのに、数値で表しやすい
認証製品が主要なツールとなっているということである。特にパーム油については企業もサプラ
イチェーン管理というよりは認証に頼るケースが多く、Forest Trends の Supply Changeは、法
的要件を満たさなくてはならない木材業界に比べ、法的規制のないパーム業界は批判にさらされ
やすいからであるとしている 22。






18　Global Canopy (2018) Forest 500: 2018 Annual Report（https://forest500.org/sites/default/files/
forest500_annualreport2018_0_1.pdf）2020 年 4 月 7 日アクセス
19　Global Canopy (2019) Forest 500: 2019 Annual Report（https://forest500.org/sites/default/files/
forest500_annualreport2019_final_0.pdf）2020 年 4 月 7 日アクセス
20　Jopke, P. and Schoneveld, G.C. (2018).
21　Donofrio, S., Rothrock, P., and Leonard, J. (2017) Supply Change: Tracking Corporate 
Commitments to DeforestationFree Supply Chains, Forest Trends.（https://www.forest-trends.org/
wp-content/uploads/2017/03/2017SupplyChange_FINAL.pdf）2020 年 3 月 25 日アクセス
22　Ibid.
23　Forest Trends (2014) Consumer Goods and Deforestation: An Analysis of the Extent and Nature 
of Illegality in Forest Conversion for Agriculture and Timber Plantations. https://www.forest-
trends.org/wp-content/uploads/imported/for168-consumer-goods-and-deforestation-letter-14-0916-
hr-no-crops_web-pdf.pdf 　2020 年 3 月 25 日アクセス
─ 82 ─






















24　Nellemann, C., INTERPOL Environmental Crime Programme (eds). (2012) Green Carbon, Black 




中米、南米が森林減少に由来する農産物の最大の消費国である。European Commission (2013) The 
impact of EU consumption on deforestation: Comprehensive analysis of the impact of EU 
consumption on deforestation, p.6.（https://ec.europa.eu/environment/forests/pdf/1.%20Report%20




ド・カーボンとエンボディド・エネルギーの推計」KIER Discussion Paper 1406, Kyoto Institute of 






いるリスク、ESGリスクは ESG格付 31 とそれに伴う ESG投資も含めた企業にとっての事業リ
スクや風評リスク、と見ることができる。
　ただし、消費国側で法規制が導入された場合、ESGリスクは少なくとも部分的に違法リスクに











　木材の DDを早くから支援してきた非営利団体である NEPCon は、主に木材輸入企業を対象
とした Sourcing Hub という森林に関するリスク評価ツールをウェブサイト上で提供しており、
パーム油、大豆、牛肉、木材の 4つのコモディティの「リスク」を可視化している。うち、木材







送っている。Responsible Investor, 〝Norwayʼs KLP to firms involved in Brazilian soya production: 
ʻWe expect answersʼ〟（2019 年 8 月 27 日）（https://www.responsible-investor.com/articles/norways-
klp-to-firms-involved-in-brazilian-soya-production-we-expect-answer）2020 年 4 月 7 日アクセス
32　CDP (2018) Analysing European Public and Private Actions to Tackle Imported Deforestation: A 
Guide for European Policymakers and Companies（https://6fefcbb86e61af1b2fc4-c70d8ead6ced550b
4d987d7c03fcDD1d.ssl.cf3.rackcdn.com/cms/reports/documents/000/003/270/original/Europe_
Forests_Policy_Brief_2018_Final.pdf?1522742737）2020 年 3 月 20 日アクセス
─ 84 ─


























ロ・デフォレステーションのパーム油生産を推進している。Miller, D., et.al. (2017) Collaboration 
Toward Zero Deforestation: Aligning Corporate and National Commitments in Brazil and 
Indonesia, Environmental Defense Fund and Forest Trends.
36　Food and Agriculture Organisation of the United Nations (2015) Global Forest Resources 
Assessment, p.21.






























出典：Nelleman, C. （2012）より筆者作成 38
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跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 30 号　2020 年 7 月 25 日
7．世界の違法伐採対策の背景 39
　違法伐採問題への取組は 1990 年代初頭から始まり 2000 年代には先進消費国政府による公共調
達方針が導入された。EUは 1993 年から原産国と二国間協定を結ぶ開発支援とセットでこの問題










　EUは「森林法施行、ガバナンス、貿易に関する EU行動計画（EU Forest Law Enforcement, 







39　これ以下の文章を編集し『林業経済』に投稿した：『林業経済』（2020 年 5 月発行予定）。また、こ
れ以下の部分は注 1にある通り Forest Trends の以下の文献の寄与による部分がある：Momii, et. al. 
（2020 年 5 月出版予定）。
40　原産国と二国間協定を結び合法性証明制度を構築すると、その国からの木材をライセンス材として
デューディリジェンスの義務を免除する仕組み。最新情報は以下参照：（http://www.euflegt.efi.int/
vpa）2020 年 3 月 26 日アクセス
41　木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン（2006 年、林野庁）。（https://























tenders_2014/contract_notice_f-2014-8.2-24/）2020 年 3 月 26 日アクセス
44　2020 年 4 月現在、以下が VPAの進捗状況である：7か国が締結（カメルーン、中央アフリカ共和
国、ガーナ、インドネシア、リベリア、コンゴ共和国、ベトナム）、8か国が交渉中（コートジボワー
ル、DRC、ガボン、ガイアナ、ホンジュラス、ラオス、マレーシア、タイ）、2か国が交渉に向けた
対話中（中国、ミャンマー）European Forest Institute（http://www.euflegt.efi.int/home）2020 年 3
月 26 日アクセス。VPAは交渉開始から締結まで非常に長い時間がかかる。制度構築やキャパシティ
問題、EUとの合意に向けての国内コンセンサスを得ることが難しいなど、理由は様々である。
45　2020年 4月現在、新型コロナウイルスの影響としてインドネシア政府は必要条件である V-Legal を
輸出の条件から除外している。Republic of Indonesia, 〝The Government Announces Second 
Economic Stimulus to ADDress the Impact of COVID-19〟, Press Conference No. HM.4.6 / 32 / SET.
M.EKON.2.3 / 03/2020.
46　〝REGULATION (EU) No 995/2010 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL〟.  Official Journal of the European Union, L295/23.
47　Hoare, A. (2015) Tackling Illegal Logging and the Related Trade: What Progress and Where 
Next? Royal Institute for International Affairs.
48　ECのウェブサイトには定期的に取締結果や裁判の結果の報告書が載っている。例えば以下参照：
WCMC (2018) Overview of Competent Authority EU Timber Regulation checks, July - December 
2018. 2020 年 3 月 12 日アクセス
─ 88 ─














（Timber Regulation Enforcement Exchange）を運営する米非営利組織 Forest Trendsでは、国






ggingJapanMomiiJapanese.pdf　2020 年 4 月 1 日アクセス。この数値は絶対的なものではなく違法
木材の定義が日本とは異なっていること、違法木材は性質上正確な数値は出ないため、あくまで比較
のベースであることは付け加えておくが、推定される数値の範囲で最も低い数値を取っている。
51　Fragile State Index (FSI)（脆弱国指標）、汚職認識指数（CPI）、世界銀行指標、エコノミスト・イ
ンテリジェンス・ユニット（EUI）のランキング。
52　Norman, M., et. al. (2017) National Governance Indicators, Relevance for the Regulation of the 
Trade in Illegal Timber. Forest Trends.（https://www.forest-trends.org/publications/national-













53　第五条、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 48 号）。
54　一、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する基本方針（平成 29 年 5 月 23 日）。
55　第八条、第十三条、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律。
図　日本の「高リスク」国からの木材製品輸入（金額ベース）
 出典：UN Comtrade （2018 年）よりフォレスト・トレンズ作成（2018 年）
─ 90 ─






















































　一方、EUでは DDに含む要素としてリスク評価手続きを挙げ 68 前述の通りガイダンス文書を
65　Article 2 (h), Regulation (EU) No 995/2010.
66　Article 2 (f)-(h), Regulation (EU) No 995/2010 of the European Parliament and of the Council of 
20 October 2010 laying down the obligations of operators who place timber and timber products on 
the market.
67　木材関連事業者の合法伐採木材等の利用の確保に関する判断の基準となるべき事項を定める省令
（平成 29 年 5 月 23 日）

























みになっている。現在 6つの民間組織が登録実施機関となっており 72、登録企業数は 2020 年 3月
現在 397 件となっている 73。うち、第一種事業者が 30件、第一種と二種両方で登録をしている事
業者が 145 件である。一方、グリーン購入法のもとの団体認定制度では認定団体が 149 団体、認







69　（https://www.rinya.maff.go.jp/j/riyou/goho/summary/summary.html）2020 年 3 月 26 日アクセス







2020 年 3 月 26 日アクセス




























77　Article 8, Regulation (EU) No 995/2010.
78　例として公開されているものに NEPConの LegalSourceがある。https://www.nepcon.org/
certification/legalsource）2020 年 3 月 26 日アクセス
































81　〝Risk mitigation measures taken together must effectively reduce the risk to a negligible level. 
In the case where all risk mitigation measures together cannot attain a negligible level of risk, the 
operator must refrain from placing the timber on the EU market〟. Expert Group on the EU 
Timber Regulation and the Forest Law Enforcement, Governance and Trade (FLEGT) 
Regulation, Guidance Document – Risk Mitigation.（https://ec.europa.eu/environment/forests/pdf/
Guidance%20-%20Risk%20mitigation%20measures.pdf）2020 年 3 月 26 日アクセス
82　OECD（2018）『責任ある企業行動のためのOECDデュー・ディリジェンス・ガイダンス』（https://
www.mofa.go.jp/mofaj/files/000486014.pdf）2020 年 3 月 26 日アクセス
83　Expert Group on the EU Timber Regulation and the Forest Law Enforcement, Governance and 




























85　例えば積水ハウスでは「Zero Deforestation」を念頭に、「フェアウッド調達」として 10 項目の独
自基準に従い木材を評価しており、違法性だけでなく環境・社会面の項目が入っている。積水ハウス
HP：https://www.sekisuihouse.co.jp/sustainable/environment/biodiversity_3/index.html 2020 年 3
月 26 日アクセス
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